








１

公益法人会計基準（平成20年4月11日制定、令和2年5月15日改正　内閣府公益認定等委員会)を

採用しています。

(１)

①

②

　 時価のあるもの　・・・・・・　決算日の市場価格に基づく時価法によっています。

(２)引当金の計上基準

(３)固定資産の減価償却の方法

什器備品は、定額法によっています。

(４)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(５)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２

該当ありません。

３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

当　期 当　期

増加額 減少額

3,562,325,994 10,550,844 222,471,149 3,350,405,689

100,000,000 0 0 100,000,000

41,216 0 0 41,216

3,662,367,210 10,550,844 222,471,149 3,450,446,905

2,750,000 852,500 0 3,602,500

3,336,000 484,500 0 3,820,500

3,500,000 6,000,000 3,500,000 6,000,000

1,000,000 1,000,000 0 2,000,000

10,586,000 8,337,000 3,500,000 15,423,000

3,672,953,210 18,887,844 225,971,149 3,465,869,905

注　当期増加額には、取得、購入等が含まれ、当期減少額には、償還等が含まれます。

・役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、当事業年度末における要支給額

を計上しています。

・退職給付引当金は、職員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に

基づき計上しています。

開拓営農概要積立資産

役員退職慰労引当資産

退職給付引当資産

会計方針の変更

科　　　目 前期末残高

開拓関係資料電子化積
立資産

（単位：円）

特定資産

小　　　計

合　　　計

財務諸表に対する注記

満期保有目的の債券以外の債券

   時価のないもの　・・・・・・　取得原価法によっています。

重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　・・・・・・　該当ありません。

当期末残高

基本財産

出資證券

投資有価証券

特定預金

小　　　計



４ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

3,350,405,689 ( 100,367,200 ) ( 3,250,038,489 ) ( 0 )

100,000,000 ( 0 ) ( 100,000,000 ) ( 0 )

41,216 ( 0 ) ( 41,216 ) ( 0 )

3,450,446,905 ( 100,367,200 ) ( 3,350,079,705 ) ( 0 )

3,602,500 ( 0 ) ( 3,602,500 ) ( 3,602,500 )

3,820,500 ( 0 ) ( 3,820,500 ) ( 3,820,500 )

6,000,000 ( 0 ) ( 6,000,000 ) ( 0 )

2,000,000 ( 0 ) ( 2,000,000 ) ( 0 )

15,423,000 ( 0 ) ( 15,423,000 ) ( 7,423,000 )

3,465,869,905 ( 100,367,200 ) ( 3,365,502,705 ) ( 7,423,000 )

５

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

7,036,200 5,554,595 1,481,605

６ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

金　　額

3,880,998

７ 金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取り組み方針

当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債券、デリバティブ取引を組み込んだ

複合金融商品により資産運用します。

　当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債）のみであり、

一定の金額を限度としています。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は、債券、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であり、発行体の信用リスク、

市場リスク（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされています。

なお、投資有価証券には、リスクが高いものとして、中途解約が著しく制約されていることにより、

満期到来までに資金化することが極めて困難な流動性に乏しい債券は含まれていません。

(３)金融商品のリスクに係る管理体制

①

金融商品の取引は、当法人の資産の管理運用規程に基づき行います。

② 信用リスクの管理

債券及び仕組債については、発行体の信用情報を定期的に把握し、理事会に報告します。

③ 市場リスクの管理

債券及び仕組債については、時価の状況を定期的に把握し、理事会に報告します。

科　　　目

基本財産

合　　　計

退職給付引当資産

開拓関係資料電子化
積立資産

開拓営農概要積立資
産

小　　　計

小　　　計

特定資産

役員退職慰労引当資産

科 　　目

（単位：円）

指定正味財産受取利息の振替額

経常収益への振替額

内　　　　容

特定預金

出資證券

投資有価証券

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

資産の管理運用規程に基づく取引

　（単位：円）

什器備品



１ 基本財産及び特定資産の明細

　　 財務諸表の注記に記載しているので省略しています。

２ 引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

2,750,000 852,500 0 0

3,336,000 484,500 0 0

6,086,000 1,337,000 0 0

附属明細書

当期増加額

7,423,000

当期減少額

役員退職慰労引当金

　 退職給付引当金

期末残高

3,602,500

3,820,500

合　　　計

科　　　目 期首残高


